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Ⅰ 事実
本件は，クロロホルム殺人事件と言われているものである。最高裁は，１審並び
に２審において認定された事実を，次のように要約している。
被告人Ａ女は，夫Ｘ（当時３８歳）を事故死に見せ掛けて殺害し生命保険を詐取し
ようと考え，被告人Ｂに殺害の実行を依頼し，被告人Ｂは，報酬欲しさからこれを
引きうけた。被告人Ｂは，他の者に殺害を実行させようと考え，Ｃ，Ｄ及びＥ（以
下「実行犯３名」という。）を仲間に加えた。被告人Ａは，殺人の方法については
被告人Ｂらに委ねていた。
被告人Ｂは，実行犯３名の乗った自動車（以下「犯人使用車」という。）をＸの
運転する自動車（以下「Ｘ使用車」という。）に衝突させ，示談交渉を装ってＸを
犯人使用車に誘い込み，クロロホルムを使ってＸを失神させた上，最上川付近まで
運びＸ使用車ごと崖から川に転落させて溺死させるという計画を立て，平成７年８
月１８日，実行犯３名にこれを実行するように指示した。実行犯３名は，助手席側ド
アを内部から開けることのできないように改造した犯人使用車にクロロホルム等を
積んで出発したが，Ｘを溺死させる場所を自動車で１時間以上かかる当初の予定地
から近くの石巻工業港に変更した。
同日夜，被告人Ｂは，被告人Ａから，Ｘが自宅を出たとの連絡を受け，これを実
行犯３名に電話で伝えた。実行犯３名は，宮城県石巻市内の路上において，計画通
り，犯人使用車をＸ使用車に追突させた上，示談交渉を装ってＸを犯人使用車の助
手席に誘い入れた。同日午後９時３０分ころ，Ｄが，多量のクロロホルムを染み込ま
せてあるタオルをＸの背後からその鼻口部に押し当て，Ｃもその腕を押さえるなど
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して，クロロホルムの吸引を続けさせてＸを昏倒させた（以下，この行為を「第１
行為」という。）。その後，実行犯３名は，Ｘを約２キロ離れた石巻工業港まで運ん
だが，被告人Ｂを呼び寄せた上でＸを海中に転落させることとし，被告人Ｂに電話
をかけてその旨を伝えた。同日午後１１時３０分ころ，被告人Ｂが到着したので，被告
人Ｂ及び実行犯３名は，ぐったりして動かないＸをＸ使用車の運転席に運び入れた
上，同車を岸壁から海中に転落させて沈めた（以下，この行為を「第２行為」とい
う。）。
Ｘの死因は，溺死に基づく窒息であるか，そうでなければ，クロロホルム摂取に
基づく呼吸停止，心停止，窒息，ショック又は肺機能不全であるが，いずれである
かは特定できない。Ｘは，第２行為の前の時点で，第１行為により死亡していた可
能性がある。被告人Ｂ及び実行犯３名は，第１行為自体によってＸが死亡する可能
性があるとの認識を有していなかった。しかし，客観的に見れば，第１行為は，人
を死に至らしめる危険性の相当高い行為であった。
なお，原審では，Ｘ殺害後，被告人Ａが１億３０００万円余りの死亡生命保険金を騙
取したことについて，被告人らの詐欺の共謀共同正犯の成否が問題になったが（と
くにＥについて），上告の争点は，殺人罪の成否に絞られている。
第１審（仙台地裁）は，殺人罪及び詐欺罪の共謀共同正犯の成立を認め，被告人
Ａ及び被告人Ｂについては無期懲役，Ｃについては懲役１８年，Ｄについては懲役１６
年，Ｅについては懲役１０年を言い渡した。第２審（仙台高裁）は，Ｅについては詐
欺の共同正犯ではなく幇助にとどまるとして，Ｅの部分について原判決を破棄し，
懲役８年に処したが，他の被告人に関しては控訴を棄却した。控訴趣意では，実行
犯がＸにクロロホルムを嗅がせたのは被害者を気絶させるためであって，殺人の故
意はなく，傷害致死罪が成立するにとどまるとの主張がなされた。この点につい
て，第２審は，「クロロホルムを吸引させる行為は，単に，被害者を拉致して転落
場所に運ぶためのみならず，自動車ごと海中に転落させて溺死させるという予定し
た直接の殺害行為に密着し，その成否を左右する重要な意味を有するものであっ
て，被告人ら３名の予定した殺人の実行行為の一部をすでに成すとみなしうる行為
であるということができる。……被告人ら３名は，クロロホルムを吸引させる行為
について，それが予定した殺害行為に密着し，それにとって重要な意味を有する行
為であると認識しており，殺人の実行行為の認識に欠けるところはないというべき
であ（る）」との判断を示した。これに対して，上告趣意では，被告人Ｂも実行犯
も，クロロホルムで被害者を気絶させようと考えていたにすぎず，それにより人間
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を殺害できるという可能性を認識していないので，殺人の実行行為性の認識を欠く
との主張がなされた。また，本件は，「早すぎた結果の発生」と呼ばれる場合に当
たるとの指摘もなされた。
Ⅱ 決定要旨
最高裁は，上告を棄却し，原審の判断を維持した。最高裁は，殺人罪の成否につ
いて，次のような判断を示している。
「実行犯３名の殺害計画は，クロロホルムを吸引させてＸを失神させた上，その
失神状態を利用して，Ｘを港まで運び自動車ごと海中に転落させてでき死させると
いうものであって，第１行為は第２行為を確実かつ容易に行うために必要不可欠な
ものであったといえること，第１行為に成功した場合，それ以降の殺害計画を遂行
する上で障害となるような特段の事情が存しなかったと認められることや，第１行
為と第２行為との間の時間的場所的近接性などに照らすと，第１行為は第２行為に
密接な行為であり，実行犯３名が第１行為を開始した時点で既に殺人に至る客観的
な危険性が明らかに認められるから，その時点において殺人罪の実行の着手があっ
たものと解するのが相当である。また，実行犯３名は，クロロホルムを吸引させて
Ｘを失神させた上自動車ごと海中に転落させるという一連の殺人行為に着手して，
その目的を遂げたのであるから，たとえ，実行犯３名の認識と異なり，第２行為の
前の時点でＸが第１行為により死亡していたとしても，殺人の故意に欠けるところ
はなく，実行犯３名については殺人既遂の共同正犯が成立するものと認められる。
そして，実行犯３名は被告人両名との共謀に基づいて上記殺人行為に及んだもので
あるから，被告人両名もまた殺人既遂の共同正犯の罪責を負うものといわねばなら
ない。」
Ⅲ 研究
１ 本決定の第１の意義は，行為者の殺害計画を考慮に入れ，予定された最終的
な殺害行為（第２行為）に密接した行為（第１行為）に殺人罪の実行の着手を肯定
した点にあ
（１）
る。しかも，第１行為に殺人に至る客観的な危険性が認められる理由と
して，①第１行為が第２行為を確実かつ容易に行うために必要不可欠なものであっ
たこと，②第１行為が成功するとそれ以降は殺害計画を遂行する上で障害となるよ
うな特段の事情がないと認められること，③第１行為と第２行為との間に時間的場
所的近接性があること，という３つのものを指摘している。ここで検討すべき問題
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は，実行の着手を判断する際に，事実的な故意の内容や行為者の犯罪計画などをど
こまで考慮に入れ，かつどのような形で危険判断に組み込むべきなのかということ
である。
本決定の第２の意義は，いわゆる「早すぎた結果の発生」の問題について，第１
行為と第２行為とを一連の行為として捉え，第２行為に至る以前に被害者が死亡し
たとしても故意に欠けるところはないとの判断を示した点である。早すぎた結果の
発生の場合には，上告趣意において論じられているように因果関係の錯誤の問題と
して処理することもできるが，本決定は，その解決方法を採ってはいない。本決定
は，因果関係の錯誤を問題にすることなく，第１行為から第２行為に至るまでＸ殺
害を意図した故意に支配されているという観点から，故意を認定したのである。早
すぎた結果の発生の場合において，いかなる観点から故意を認定するのかという問
題について，本決定は，重要なリーディングケースとなろう。
２ まず，事案としての問題性を整理しておくと，次のようである。被害者Ｘを
殺害するに際し，被告人Ｂおよび実行犯らの予定した犯罪計画によれば，Ｘにクロ
ロホルムを吸引させて失神させ，その上で自動車ごと海中に転落させて溺死させる
というものであった。実際に，実行犯３名がＸにクロロホルムを吸引させるという
第１行為を行い，その後，被告人Ｂも加わり４名で，Ｘを自動車ごと海中に転落さ
せるという第２行為を行っている。この場合，第２行為が行われる時点においてＸ
が生存していたのであれば，殺人罪の成立を肯定することに何ら問題はない。しか
しながら，本件の場合，Ｘの死因は第１行為によるものか第２行為によるものか特
定できず，Ｘは第１行為によって死亡していた可能性が高いとされている。死体と
なって海中に投げ込まれたものか，生体のまま海中に投げ込まれて溺死したのか
は，法医学的に解明できたのではないかとも思われるが，事実認定において特定が
なされていない以上，理論的には，第２行為が行われる以前にＸが死亡していたこ
とが特定された場合と同様な処理をしておかなければならない。
この場合であっても，第１行為から直接に死の結果が発生することについて未必
の故意が認定できるのであれば，殺人罪の成立を肯定することに何ら問題はない。
しかし，本件の場合，Ｘにクロロホルムを吸引させた行為だけを取り出して考える
ならば，実行犯の具体的な認識としてはＸを失神させるというものであり，それは
暴行・傷害の故意にとどまっていたといえる点が問題なのである。弁護人側は，こ
の点に着目し，第１行為における故意は暴行・傷害の故意であり，傷害致死罪が成
立するにとどまると主張したのである。これに対して，本決定は，行為者の犯罪計
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画からすると，第１行為と第２行為はＸを殺害する上での一連の行為であり，第１
行為についても殺人の故意に基づくものとし，殺人既遂罪の成立を肯定した。結論
の分岐点は，第１行為に殺人の実行の着手を認めうるのか否かにある。ここでは，
実行の着手の基本的な考え方だけでなく，早すぎた結果の発生の場合に，故意と結
果発生との有機的関連性をどのように判断するのかが問われているのである。
３ 実行の着手については，従来，主観主義刑法理論と客観主義刑法理論とが対
立する局面の一つであったが，最近では，違法論における行為反価値論と結果反価
値論との対立が色濃く投影されている。現在では，主観説は影を潜め，形式的客観
（２）
説，実質的客観
（３）
説，個別的客観
（４）
説などが主張されているが，実行行為概念の相対化
を認める理論的動向も介在し，未遂犯論は，複雑な状況を呈している。とくに，実
行の着手時期を判断する際に，法益侵害の危険性を問題にする場合には，故意や犯
罪計画などの主観的事情が危険判断にどのように関連することになるのかについ
て，見解の対立が見られる。本事案では，まさにこの点が問題である。
本決定では，第１行為が行われた段階において殺人の実行の着手があったものと
判断している。クロロホルムを吸引させる行為に殺人の実行行為性が認められるた
めには，客観的側面においては，死に至る危険性（危険の程度については争いがあ
る）が認められ，主観的側面においては，当該行為が殺人の故意に基づいているこ
とが必要である。まず客観的側面の問題について，本決定は，行為者の犯罪計画を
考慮にいれた上，前述した３つの判断基準を示して客観的な危険性の判断を行って
いる。未遂処罰の根拠を「行為の属性としての危険」に求めるのであれば（見解
Ａ），故意や犯罪計画を考慮に入れて危険判断を行うことは理論的にも適切な処理
だということになる。この見解は，個別的客観説の考え方でもあり，また行為反価
値論に依拠しながら実質的客観説を採る立場でも展開可能なものである。これに対
して，未遂処罰の根拠を「結果としての危険」に求める場合には（見解Ｂ），故意
や犯罪計画などの主観的事情を危険判断の中に直接に取り込むことは困難である。
この見解は，結果反価値論に依拠しながら実質的客観説を採る立場から主張される
ことになるが，主観的事情をどう処理するかについては理論的に幅がある。
本決定の考え方は，見解Ａの立場を示したようにも思われる。しかしながら，判
例が従来採ってきた立場，つまり構成要件に密接する行為を実行行為とする形式的
客観説の立場を維持しながら，密接行為を判断する局面において主観的事情を考慮
に入れ，その危険判断を行ったものと見るべきではないかと考え
（５）
る。強姦目的で抵
抗する女性をダンプカーの運転席に引きずり込み，その後約５キロメートル離れた
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護岸工事現場で強姦した事案について，最高裁昭和４５年決定は，「ダンプカーの運
転席に引きずり込もうとした段階においてすでに強姦に至る客観的な危険性が明ら
かに認められるから，その時点に強姦行為の着手があっ
（６）
た」との判断を示してい
る。本決定も，基本的には，この最高裁昭和４５年決定の立場を継承しており，密接
行為の客観的危険性を判断する際の具体的基準を明確なものにしたと解される。
私見でも形式的客観説を採るが，構成要件に一部該当する行為をもって実行の着
手と解し，一部該当するか否かの判断は，法益侵害の現実的危険性が認められるか
否かによって判断すべきものと考えてい
（７）
る。法益侵害の現実的危険性は，結果反価
値の内容をなすものであり，その危険判断は客観的に行うべきである。しかし，故
意を構成要件故意として機能させるとともに，犯罪計画については，行為から結果
発生に至る一般的な機序を有しているか否かの判断材料として，行為時の事態危険
（結果としての危険）の判断において考慮することは，危険判断の客観性を損なう
ものではないと考える。このような立場からしても，本決定の示した客観的危険の
判断基準は，妥当なものである。本事案の場合，犯罪計画に従ってクロロホルムを
吸引させる行為がなされれば，被害者は抵抗力を失って行為者らの手中に落ち，そ
の後は計画通りに推移して自動車ごと海中に転落させられて最終的な死に至る蓋然
性は高いと言えよう。したがって，第１行為がなされた段階において法益侵害の現
実的危険性が認められ，客観的には殺人の実行の着手があったと言える。
４ 最後に検討しておかなければならない問題は，「早すぎた結果の発生」の処
理である。本事案の場合，争点は，第１行為であるクロロホルムを吸引させる行為
に殺人罪の故意を認めうるか否かにある。本決定は，第１行為についても殺人の故
意に欠けるところはないとして，殺人既遂罪の成立を肯定してい
（８）
る。これに対し
て，次のような反対論が考えられる。
まず第１に，行為時の行為者の具体的認識を基準に故意を認定すべきだとする
と，弁護人の主張のように殺人の故意を認定することはできず，傷害致死罪が成立
することにな
（９）
る。行為者らは，第１行為に引き続き第２行為を行うことによって，
最終的なＸ殺害の結果を実現しようとしているのであり，予期に反し第１行為に
よってＸ死亡の結果が発生した場合には，当該結果は殺意に基づくものではないと
の主張になる。第２に，既遂犯の構成要件と未遂犯の構成要件とは異なり，した
がって既遂の故意と未遂の故意とは区別されるべきであるとする見
（１０）
解からは，本事
案の場合には，結果惹起のためにすべてを行ったという認識（手放しの認識）がな
いことから既遂故意を認めることはできず，未遂故意による殺人未遂罪が成立にと
128 専修ロージャーナル 創刊号２００６．２
どまるとの主張がなされ
（１１）
る。第３に，早すぎた結果の発生の場合，実行の着手の故
意は，第２行為を予定していたとしても，それを含めて危険創出行為である実行行
為を構成するかぎり，結果を発生させる故意と評価できるとする見
（１２）
解からは，基本
的には殺人既遂罪の成立が肯定されることになろう。ただ，本事案の場合，山中敬
一教授によれば，第１行為から第２行為までに自動車の運転等の一般的生活が介在
しており，しかもその間に時間的・場所的離隔があることから，第１行為に実行の
着手は認められず，行為自体の危険の認識も欠けているので殺人予備罪と過失致死
罪の併合罪になるとの解決を示してい
（１３）
る。
本事案の場合，第１行為だけを取り出して考えるのであれば，そこには事実的に
は暴行・傷害の認識があるにすぎず，殺人の実行行為の危険性の認識もないことに
なろう。しかしながら，行為者には殺意の継続が認められる状況にあり，しかも犯
罪計画の中での行為の遂行である以上，殺人の構成要件的故意に支配された一連の
行為として評価しうる。場所的・時間的近接性のある一連の行為遂行が結果発生に
向けた意思活動である以上，第１行為も行為者がすでに形成し継続的に持っている
殺意に支配されていると評価できよう。この場合には，故意と当該結果発生に有機
的関連性がある。また，因果関係の相当性が認められる限り，いわゆる因果関係の
錯誤も故意を阻却するものではない。それゆえ，本事案を傷害致死罪として処理す
るのは適切ではない。
次に，殺人既遂の故意と殺人未遂の故意とを区別して考える見解にも賛成しえな
い。実行行為の概念を相対化するのであれば，既遂の実行行為と未遂の実行行為と
は異なるとの理論展開は可能である。しかしながら，構成要件に該当する行為を実
行行為とし，その実行行為の開始をもって実行の着手とする立場にあっては，実行
行為の開始から終了までの間に実行行為の内容が変化することはありえない。さら
に既遂の場合であれ，未遂の場合であれ，基本的構成要件に該当する事情の認識・
認容を故意の内容にするものであり，既遂の故意と未遂の故意とに内容的な相違が
あるわけでもない。それゆえ，本事案について，既遂の故意を否定して殺人未遂罪
の成立を肯定する見解を正当とすることはできない。形式的客観説に依拠しなが
ら，構成要件に一部該当するか否かの判断に法益侵害の現実的危険性の判断を組み
込む立場にあっては，実行行為概念の相対化を拒絶することになる。また，危険創
出という観点から故意既遂を肯定する第３の解決方法は，殺人既遂の結論を引き出
す点については異論がないものの，客観的帰属論を採らない限り支持しえないもの
である。本事案の場合に，場所的・時間的近接性が認められないという点について
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は，第１行為と第２行為の場所は自動車の走行距離で約２キロメートルあまり，走
行時間にして数分しか離れておらず，むしろ場所的・時間的近接性を認めた上での
理論構成が可能だと考える。したがって，本決定を実行の着手論においてどう位置
づけるかはなお問題ではあるが，本決定の結論には賛成である。
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について（三）完」法学論叢１２１巻６号１６頁
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（３） 大塚仁『刑法概説（総論）』（３版増補
版，平成１７年）１６５頁，福田平『全訂刑法
総論』（４版，平成１６年）２２６頁，大谷實
『新版刑法講義総論』（追補版，平成１６年）
３８８頁，佐久間修『刑法講義（総論）』（平
成９年）３１２頁など。
（４） 西原春夫『刑法総論』（昭和５２年）２７９，
２８１頁，野村稔『刑法総論』（補訂版，平成
１０年）３３３頁，川端博『刑法総論講義』（平
成７年）４５２頁など。
（５） なお，小川・前掲研修１４頁は，本決定
の立場について，実質的客観説ないし折衷
説に立った判断を示したものと解してい
る。
（６） 最決昭和４５・７・２８刑集２４巻７号５８５
頁。
（７） 日『刑法総論講義ノート』（３版，
平成１７年）１８２頁。
（８） 本決定の考え方を支持するものとして
は，前田・前掲法学教室７頁，奥村・前掲
法学教室３１頁，十河・前掲受験新報１５頁な
どがある。なお，早すぎた結果の発生が問
題になった下級審判例としては，横浜地判
昭和３９・９・１判例時報１１０８号１３６頁，東
京高判平成１３・２・２０判例時報１７５６号１６２
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成１３年度重要判例解説１４９頁）などがある。
（９） 門田成人「早すぎた結果実現の故意へ
の帰属」法学セミナ ５ー９４号１１６頁。
（１０） 林幹人「早過ぎた結果の発生」判例時
報１８６９号３頁，同『刑法総論』（平成１２年）
２５４頁，山口厚「実行の着手と既遂」法学
教室２９３号（１１）１０４頁，同『刑法総論』（平
成１３年）１９３頁，など。
（１１） 山口「実行の着手と既遂」１１１頁，林
「早過ぎた結果の発生」５頁。
（１２） 山中敬一「いわゆる早すぎた構成要件
実現と結果の帰属」板倉宏博士古稀祝賀
『現代社会型犯罪の諸問題』（平成１６年）
１２８頁。
（１３） 山中敬一『ロースクール講義刑法総
論』（平成１７年）１８４頁。なお，曽根威彦教
授は，横浜地裁昭和５８・７・２０判例時報
１１０８号１３８頁のタバコ点火事件について，
タバコに点火する行為に未遂行為としての
適格性を認めることはできないてして，ガ
ソリンを散布する行為が放火の予備行為で
あり，ライターでタバコに火を点ける行為
は失火行為であるとされている（曽根「遡
及禁止と客観的帰属」板倉宏博士古稀祝賀
『現代社会型犯罪の諸問題』１５３頁）。この
見解にあっても，本事案での結論は，殺人
予備罪と過失致死罪の成立を肯定すること
になると思われる。
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